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論文要旨

　国際法において、国内法と同様、法に違反した行為を行い他国に損害を与えた場合には加害国には救済の義務が発生し、その最も一般的な形態は損害賠償だとされている。損害賠償は、加害者から被害者への金銭の支払いであり、加害者にとってできれば支払いたくないものである。にもかかわらず国内法で支払いが実現するのは、支払わなかった場合は国家による強制が予定されているからである。これに対して、国際社会には国家の上位機関がない。そうであるならば、たとえ国際裁判所などで、ある国が損害賠償の義務があると判断されても、損害賠償が支払われることはなさそうである。しかし現実には、すべての場合ではないが、国家は損害賠償の支払いをしている。

　この理由は様々に考えられるが、本報告では、国家による対抗措置（仕返しの行為）の可能性が損害賠償の支払いを促進する可能性についてゲーム理論を用いて議論する。想定する具体的な場面として、外国人が他国の領域内で損害を受けた、という場面を考える。これは、仲裁裁判所による判決とそれを受けての損害賠償の支払いが昔から頻繁に行われてきた例である。

　ある2つのほぼ対等な武力・経済力等を持つ国家があり、互いの国民の一部は相手の国で経済活動などを行っていると仮定する。各国家は、外国人が犯罪等に巻き込まれないように、あるいは国内裁判所などにより適切な救済が受けられるように、「努力する」かどうかを決める。努力に費用がかかるとするならば、この2つの国家間のゲームの1つのありうる形は、囚人のジレンマゲームとなる。

　国内法の損害賠償で通常想定される事故法の場合は、例えば交通事故など見知らぬ者同士の1回限りのゲームであることが多い。しかし、今の例では、国家間の関係は長期的関係なので、繰り返しゲームである。つまり、繰り返しゲームでの損害賠償という通常とは少し異なる状況を考えることになる。

　この場合に、外国人保護にお互い努力する状態を内生的に生じさせるためには、仕返しを組み込んだ戦略を用いるのが基本である。しかし、単なる仕返しに比べて損害賠償には有利な点がいくつかある。例えば、損害賠償の支払いを戦略に組み込んでおくことで、もし努力を怠ったことが問題になった場合でも、仕返しだけのときより早くお互いに努力する状態に復帰できる。また、適切な損害賠償の額の大きさについては、下限だけでなく上限も問題になる。この点については、損害賠償が低すぎると努力を怠ることを抑止できないが、逆に高すぎるとお互いに努力する状態に復帰できなくなる、ということを示すことができる。

　今の例は、力が対等な国家同士のものであったが、この考え方は大国と小国の場合にもあてはまる部分がある。現実にも、合衆国とラテンアメリカ諸国などの間で外国人保護が問題になることが過去多かったことから、このような場合も含められるようにモデルを拡張する必要がある。

